
サステナビリティ経営の推進

　ユアサ商事グループは、「誠実と信用」「進取と創造」「人間尊重」を企業理念として掲げ、地球環境との調和を機軸として、
世界のいかなる国、地域においても双利共生の関係を重視し、企業活動を通じて、より人間らしい豊かな社会づくりに貢献
してまいりました。
　３５０年以上受け継がれてきた経営基盤をさらに進化させるため、企業理念に基づいた「サステナビリティ宣言」を制定し、
持続的な社会の構築に向け積極的に貢献してまいります。

サステナビリティ宣言に至るまでの議論

サステナビリティ宣言

　サステナビリティは「ユアサビジョン３６０」で目指す事業を通じた社会課題の解決そのものであると捉え、
当社総合企画部と外部有識者による検討チームにて、マテリアリティ、サステナビリティ宣言内容、推進体制、
アクションプランを検討してまいりました。
　温室効果ガスの算定及び削減については、積極的に取り組むべく環境・エネルギーソリューション事業で
培ったエネルギー管理ノウハウの社内展開について議論いたしました。

２０３０年度までにユアサ商事グループ全体のカーボンニュートラル化を目指すとともに、
双利共生の関係を重視し、気候変動への対応とサプライチェーン全体での環境負荷の低減
に努めます。

地球環境との調和

創業から続く「良品奉仕」の精神に基づき、公正かつ堅実・誠実な商取引を行うとともに、
「『つなぐ』複合専門商社グループ」として、ステークホルダーとともに安全・安心で豊かな
社会づくりを推進します。

良品奉仕の事業活動

社員の個性と権利を尊重したダイバーシティ経営を実践し、社員一人ひとりが働きがいを
もって成長できる企業グループとして発展してまいります。

人間尊重の経営

1.

2.

3.

◦レジリエンスや環境ソリューション、ＳＤＧｓの取組みが先進的であり、さらに伸ばして欲しい。（取引先）
◦実行プロセスや具体的な行動計画について、積極的な情報開示を求めたい。（取引先）
◦�マテリアリティについて違和感はない。レジリエンスは日本のキーワードとなっており、ユアサ商事の強みでも

あるので今後の展開に期待する。（金融機関）

ステークホルダーへのヒアリングで得られた主な見解・助言

マテリアリティの特定プロセス
　持続的な成長を維持していくために重点的に取り組む重要課題（マテリアリティ）について、以下の手順で特定いたし
ました。

１．  課題の抽出 当社企業理念及びステークホルダーとの関わりを基盤に、ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）への 
取組みを進め、ユアサビジョン３６０を達成するために必要な課題を事業部門別に抽出しました。

２．  優先順位付け 外部有識者との対話を通じ、サステナビリティの方向性を踏まえ重要性の高い項目を整理し、
マテリアリティマトリックス（P8参照）を作成いたしました。

３．  妥当性の確認 取締役、上席執行役員が参加する経営会議にて議論を行うとともに、主要ステークホルダー
及び社外取締役へのヒアリングを行い、妥当性を確認いたしました。

４．  マテリアリティの特定
取締役会にて決議しました。

原動力 1.

　ユアサ商事グループは気候変動問題を重要な経営課題の一つとして認識しており、
TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）への賛同を予定しております。ＴＣＦＤ
の提言に基づき、気候変動が当社グループの事業活動に与える影響について、情報開
示を拡充してまいります。

ＴＣＦＤへの賛同
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アクションプラン

株式会社FINEV　代表取締役

慶應義塾大学卒業、ペンシルベニア大
学大学院修了（環境学修士）。2001年
から大手シンクタンクで10年半、環境
やCSRのコンサルティング業務を実施
し、（株）FINEV設立。現在は、ESGに関
するコンサルティングや環境・気候変
動関連の支援等を行う。

（株）ヤマダホールディングス及び（株）
船井総研ホールディングスの社外取
締役、一般財団法人日本適合性認定
協会（JAB）の非常勤理事を兼任。

光成 美樹様

有識者コメント
　いま世界的にサステナビリティを企業評価に組み入れるＥＳＧ投資が増えてお
り、資金調達においても環境や社会面を配慮した債券の発行も増えています。
改訂されたコーポレートガバナンス・コードでも、サステナビリティに関する取締
役会の関与や気候変動情報の開示を要請しているように、ＥＳＧ（Ｅ:環境、Ｓ:社会、
Ｇ:ガバナンス）といわれるサステナビリティの取組みの重要性は高まってきて
います。また、この流れは一過性のものではなく、世界的に大きな流れになって
おり、ＥＳＧに配慮した経営を後押しする規制や政策も続くと考えています。
　こうした背景を踏まえ特定されたユアサ商事グループのマテリアリティは、レ
ジリエンス＆セキュリティ事業や、環境・エネルギーソリューション事業、お取引
の多い中小・中堅企業の経営課題の解決など、本業での取組みが重視されてい
ることは意義深いと感じました。サステナビリティ宣言により、ステークホルダー
とのコミュニケーションがより活性化することになりますから、さらに新たなイノ
ベーションを創出され、本業の強化につなげられることを期待しています。

　「サステナビリティ宣言」に合わせて、２０２１
年１０月にサステナビリティ推進委員会を設
置いたしました。同委員会は、代表取締役を
委員長に、取締役、上席執行役員により構成
され、取締役会にサステナビリティの重要事
項について諮問・提言します。
　事務局は総合企画部内に設置したサステ
ナビリティ推進室が担当し、各事業部門と連
携して、各種方針策定やＥＳＧ関連データの
収集、管理、改善活動を行ってまいります。

サステナビリティ経営推進体制 取締役会

サステナビリティ推進委員会
（委員長：代表取締役） ガバナンス諮問委員会

推進サポート 連携

事務局

サステナビリティ推進室
（総合企画部内）

各事業部門、グループ会社
工業マーケット事業本部・住環境マーケット事業本部・

建設マーケット事業本部・経営管理部門・
国内グループ会社・海外グループ会社

マテリアリティマトリックス

当社グループにとっての重要性

社
会・ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

非
常
に
高
い

◦「�良品奉仕」による安心＆�
安全な社会の実現

◦�持続可能な「モノづくり」「すまいづくり」�
「環境づくり」「まちづくり」の支援
◦�循環型社会への対応�
（レンタル＆シェアリング）

◦�気候変動への対応�
（レジリエントな社会の実現）
◦�創エネ＆省エネノウハウによる�
脱炭素社会への貢献
◦�「つなぐ」共創価値の創造
◦�ロボット（AI）＆IoT事業の推進
◦�お取引先様との関係強化�
（社内外のDX推進＆ロジスティクス強化）

比
較
的
高
い

◦�自社活動による環境負荷の低減 ◦�創業４００年に向けた健康経営＆�
働きやすさの推進

◦�ダイバーシティ推進�
（女性、外国人、中途採用人材）
�
◦�教育研修の充実（人材力の強化）

比較的高い 非常に高い

社内での重点事項

ユアサビジョン360・中期経営計画での重点事項
（社会へのインパクトを高めたい事項）

サステナビリティ宣言　テーマ分類　●地球環境との調和　●良品奉仕の事業活動　●人間尊重の経営

2. ①お取引先様との取引方針を策定	 ②取引方針の遵守に向けた実施計画を策定
③��お取引先様に対し当社取引方針の周知を行い現状を確認するため、アンケート等を実施

良品奉仕の事業活動

3. ①ダイバーシティ方針と目標を策定	 ②人権方針ほか、各種方針の策定
③�社内での教育研修プログラムやその他の施策を検討し、継続的に実施

人間尊重の経営

4. 各種ESG関連のデータを収集するとともに、開示情報を拡充
ESG関連データの収集管理と開示

◦カーボンニュートラルに向けた施策
再生可能エネルギーの導入 CO₂を排出しない太陽光発電の電力を自家消費することで購入電力を削減しCO₂を削減する。
省エネの推進（運用＆設備） 運用改善や高効率設備（照明・空調）への更新等の省エネで購入電力を削減しCO₂を削減する。
営業用車両のエコカーへの切替 営業車や物流車両をエコカーに切り替えることでCO₂を削減する。
社有林によるCO₂固定化 当社グループが保有する社有林の継続管理によりCO₂を固定化する。

再エネ電力の購入 再エネ由来（CO₂ゼロ）の電力（非化石証書等（クレジット）等によってオフセットしたCO₂排出係数ゼロの
電力）の購入でCO₂を削減する。

排出権の活用 当社が保有するCO₂排出権によりオフセットを行う。

②気候変動への対応（適応） 
　a）レジリエンス＆セキュリティ事業を推進　b）国内外の各拠点及び主要取引先等の気候変動リスクを確認
③気候変動への対応（緩和） 
　a）環境・エネルギーソリューション事業を推進

①�ユアサ商事グループ内のCO₂排出量を算定し、削減目標を決定。財務影響を評価して適切に開示。 
a）CO₂排出量の算定（Scope1＆2）　　b）CO₂排出量の算定（Scope3）　　c）TCFDへの対応

（注）	Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
	 Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
	 Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

1.
地球環境との調和
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DXの推進

　2022年度以降は「攻めのDX」、「守りのDX」それぞれの戦略に基づいた、2026年までにグループ・グローバル共通
のIT基盤確立を目指します。
　データを蓄積活用することで「データを起点にしたビジネス」を展開します。

データを起点にしたビジネスを推進

DX推進体制の強化

　2021年2月に業務系システムの開発、保守、運用を手掛ける株式会社シーエーシーナレッジの連結子会社化を行い
ました。同社の連結子会社化により、当社グループのIT関連領域を強化し、DX推進の円滑化、ITデジタル投資の有効性
の確保、IT関連事業の拡大等を図り、ユアサ商事グループの中長期的な企業価値向上につなげてまいります。
　なお、2021年4月1日に「ユアサシステムソリューションズ株式会社」と名称変更し新たなスタートを切っています。

株式会社シーエーシーナレッジを連結子会社化し、ユアサシステムソリューションズ株式会社が発足 グループ・
グローバルIT環境の整備 デジタル人材育成 基幹業務刷新

　当社が持つ歴史や経験を可能な限りデータ化し、現在の仕入先様や販売先様のネットワークからの情報と市場の
データを集約し、AIにより分析することで、新たなサービスや当社独自の課題解決商品開発に結び付け、「モノ売り」から

「コト売り」への変革を実現します。
　データやIT技術を活用した他社にはない競争優位性の確立を目指してまいります。

DX推進により「コト売り」のデジタル商社へ

　全国より23名のDX推進メンバーを選出し、2021年9月に任
命式を行いました。
　営業部門と経営管理部門が一体となったプロジェクトにより、
デジタル技術を活用した企業変革施策を検討し、ユアサ商事 
グループのDXを推進してまいります。

DX推進メンバーを選出

DX推進メンバー任命式で期待を述べる田村社長（中央）

2021年3月期～2023年3月期
40億円

ITデジタル投資枠

あらゆる顧客接点でデータを取得し、蓄積されたデータから顧客の感情や行動を
分析することで顧客視点のサービス（新しいビジネスモデル）構築を目指します。

ユアサビジョン360の下支えとな
るシステム環境を整備し、グルー
プ・グローバルで共通利用可能と
なるIT環境へ刷新します。

当社一丸でのDX推進に向けて、
DX推進担当を選出。データを起
点にしたビジネス展開に向けて、
デジタル人材を育成します。

業務を支えるレガシーシステムを
刷新し、各システムに分散した業
務をシームレスにつなぐことで、
業務効率化を促進します。

攻めのDX

守りのDX

ユアサビジョン360の達成に向けて「攻めのDX」「守りのDX」のフェーズに分け推進します。

2020年度 2022年度以降2021年度

推進構想の策定 DX推進計画の立案 「攻めのDX」「守りのDX」における 
施策の推進

◦有識者会議の創設
◦DX推進プロジェクト 事務局立上げ
◦事業課題等の現状調査

◦DX推進組織の編成
◦攻めと守りのDX推進計画の立案 サプライ

ネットワークの
要へ基幹業務を

デジタイズ化し、
デジタライズに
向かう

守りのDX

新規事業の創出 攻めのDX

「コト売り」への変革によりユアササプライネットワークを形成

炭
協
会・仕
入
先

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

や
ま
ず
み
会・販
売
先

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

稼働データ・
電力消費量

顧客
プロフィール
在庫情報

取引先情報 ユーザー
マップ 受注履歴

受注・売上
受注・仕入 債権・債務 人事情報

引合い・商談・
失注

展示会来場者 稟議
ワークフロー

GrowingNavi
EC（アクセスログ）配送データ

（配送時収集情報）
配送データ

（配送時収集情報）

コンプラ
チェック

見積り 営業ノウハウ
提案・価格

アナログ
データ
（紙媒体・
音声など）

商品情報
（環境性能）

新商品情報

発注情報

在庫

専門業種
技術者情報

競合動向

現場進捗
（画像）

市況・
海外動向

嗜好・
人口動態

為替変動

市場 ユーザー やまずみ会 ユアサ商事グループ

連携

共通基盤

連携

データ化

収
集

収
集

炭協会
メーカー

電子商取引・EC

80億円
2024年3月期～2026年3月期

120億円
2021年3月期～2026年3月期

原動力 2.
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